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『島根総合発展計画』～3つの基本目標・15の政策・66の施策～ 

基本目標 政  策 施  策 

Ⅰ 

・ 

活 

力 

あ 

る 

し 

ま 

ね 

産 
 

業 
 

振 
 

興 

１．ものづくり・IT 産業の振

興 

１.県内企業の経営・技術革新の支援 

２.ソフト系 IT 産業の振興 

３.新産業・新事業の創出 

４.企業誘致の推進 

２．自然が育む資源を活か

した産業の振興 

１.売れる農林水産品・加工品づくり 

２.県産品の販路開拓・拡大の支援 

３.農林水産業の担い手の育成・確保 

３．観光の振興 
１.地域資源を活用した観光地づくりの推進 

２.情報発信等誘客宣伝活動の強化 

４．中小企業の振興 

１.特色ある技術・材料を活かした取組みの促進 

２.経営安定化の支援 

３.商業の振興 

５．雇用・定住の促進 

１.産業人材の育成 

２.雇用・就業の促進 

３.就業環境の整備 

４.U・I ターンの促進 

６．産業基盤の維持・整備 

１.高速道路網の整備 

２.航空路線の維持・充実 

３.空港・港湾の維持・整備 

Ⅱ 

・ 

安 

心 

し 

て 

暮 

ら 

せ 

る 

し 

ま 

ね 

１．安全対策の推進 

１.危機管理体制の充実・強化 

２.消防防災対策の推進 

３.原子力安全・防災対策の充実・強化 

４.治安対策の推進 

５.交通安全対策の推進 

６.消費者対策の推進 

７.災害に強い県土づくり 

８.食の安全の確保 

２．健康づくりと福祉の充実 

１.健康づくりの推進 

２.地域福祉の推進 

３.高齢者福祉の推進 

４.障がい者の自立支援 

５.生活衛生の充実 

６.生活援護の確保 

３．医療の確保 

１.医療機能の確保 

２.県立病院における良質な医療提供 

３.医療従事者の養成・確保 

４．子育て支援の充実 

１.子育て環境の充実 

２.子育て福祉の充実 

３.母子保健の推進 

５．生活基盤の維持・確保 

１.道路網の整備と維持管理 

２.地域生活交通の確保 

３.地域情報化の推進 

４.都市・農山漁村空間の保全・整備 

５.居住環境づくり 

６.地域コミュニティの維持・再生 

 

 

   

基本目標 政  策 施  策 

Ⅲ 

・ 

心 

豊 

か 

な 

し 

ま 

ね 

１．教育の充実 

１.学校･家庭･地域の連携協力による教育の充実 

２.発達段階に応じた教育の振興 

３.青少年の健全な育成の推進 

４.高等教育の充実 

２．多彩な県民活動の推進 

１.生涯を通じた学習と社会貢献活動の推進 

２.スポーツの振興 

３.文化芸術の振興 

３．人権の尊重と相互理解の推

進 

１.人権施策の推進 

２.男女共同参画の推進 

３.国際化と多文化共生の推進 

４．自然環境、文化・歴史の保

全と活用 

１.多様な自然の保全 

２.自然とのふれあいの推進 

３.景観の保全と創造 

４.文化財の保存・継承と活用 

５.環境保全の推進 

６．再生可能エネルギーの利活用の推進 

 

計画の推進に向けた県の基本姿勢 

１.県民の総力を結集できる行政の推進 

２.市町村との更なる連携による行政の推進 

３.財政健全化に向けた改革の推進 

４.迅速に活動できる組織の運営 

５.政策推進システムの充実 

 

島根総合発展計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今年度の施策評価 

 平成 24 年度は、第 2 次実施計画（H24～H27）の初年度であり、H24 の数値や事業実績が出てい

ないことから、今年度実施する事業の成果等を見込んだ上で、今後の取り組み方向も含め施策評価

を実施した。 

第２次実施計画 

（H24～H27 年度末） 

島根の将来像 

基本目標 

3 本  

施策 66 本 

事務事業 725 本 

政策 15 本 

事務事業評価 

施策評価 

（政策評価） 

基本構想 

概ね 10 年後 

(H30 年頃) 

第２次実施計画 

（H24～H27 年度末） 

基本構想 

概ね 10 年後 

(H30 年頃) 

島根の将来像 

基本目標 

(3 本)  

施策(66 本) 

事務事業(724 本) 

政策(15 本） 

事務事業評価 

施策評価 

（政策評価） 

第２次実施計画 

（H24～H27 年度末） 

基本構想 

概ね 10 年後 

(H30 年頃) 

「豊かな自然、文化、歴史の中で、 

県民誰もが誇りと自信を持てる、活力ある島根」 



成果参考
指標

総合的な
評価

１
県内企業の経
営・技術革新
の支援

3,359
(H22)

億円 3,639 億円 4,060 億円 Ｃ Ｃ

○ 　H24年度の経済情勢も円高や空洞化により引き続き厳しい状況であるため、目的の達成は難し
いと思われる。しかし、H23年度の産業振興財団が総合的に支援した企業287社の付加価値増加額
は、H22年度を大きく上回っており、一部には収益力が向上している企業もある。このような企
業が増加するよう、新たな分野・技術に挑戦する企業をしっかりと支援していく。

２
ソフト系ＩＴ
産業の振興

165
(H22)

億円 175 億円 190 億円 Ｂ Ｂ

○ 　自社固有の製品やサービスの構築に挑む企業が増えてきた。また、Rubyアソシエーションに参
画する首都圏等の大手企業との間でビジネスの機会を得る企業も出てきた。さらに、県内IT産業
の多様化、高度化などにつながるような企業の誘致を推進している。これらにより、ソフト系IT
産業の年間売上高等は24年度目標値に届く見込みであることから、施策目的は概ね達成できる見
込みである。

３
新産業・新事
業の創出

55 件 70 件 100 件 Ｂ Ｂ

○ 　新産業創出プロジェクトの進捗状況、発展型試作開発助成の採択件数の状況は、概ね目標どお
りである。また、産学官連携による企業支援を促進するために、技術シーズ育成支援事業、技術
シーズ事業化支援事業等を実施し、これにより新技術や新たな事業化も期待できることから、施
策目的は概ね達成できる見込みである。

４
企業誘致の推
進

1,573
(H20～23)

人 500 人 2,000 人 Ｃ Ｂ

○ 　円高等の影響により、大手企業を中心に製造拠点を海外に移転する動きが強まっており、これ
に伴い大型雇用の企業誘致が減少傾向にある。このため、成果参考指標である立地認定企業に係
る新規雇用計画数は、年間５００人に対して８月末現在で１５６人となっており、成果参考指標
としての目標達成は困難と思われる。一方で、立地認定を件数で見ると、８月末現在で９件と例
年を上回るペースで推移しており、愛知県の企業をはじめとした４社の新規立地に加え、医療用
機器製造企業による増設など、高い技術力や独自の技術を持った企業の新規立地や増設が続いて
いる。各種支援策をもとに、現在交渉中の企業に対して引き続き精力的に交渉を行うことによ
り、施策目的である「県内産業に波及効果の高い企業の誘致や県内工場の生産拠点化の進展」は
概ね達成できる見込みである。

270 ｈａ 280 ｈａ 310 ｈａ

27 ％ 29 ％ 35 ％

200 億円 206 億円 220 億円

２
県産品の販路
開拓・拡大の
支援

34 事業所 36 事業所 38 事業所 Ｂ Ｂ
○ 　島根フェア開催や商談会出店（H23フェア開催回数35回、商談会19回、述べ375社参加）の継続

的な開催が定着したことにより、都会地における販売チャネルの拡大につながっていることか
ら、施策目的は概ね達成できる見込みである。

３
農林水産業の
担い手の育
成・確保

940
（H20～

23)
人 250 人 1,000 人 Ｂ Ｂ

○ 　H23年度において、認定農業法人24法人、集落営農組織11組織、集落営農法人22法人、農業生
産法人5法人、農業参入企業8社が増加した。林業事業体では新規就業者は50人。漁業就業者確保
育成センターによる新規就業者は36人。また、水産高校の卒業生の地元水産業への就職割合が急
増しているなど、農林水産業の担い手確保・育成が図られていることから、施策目的は概ね達成
できる見込みである。

Ⅰ
　
活
力
あ
る
し
ま
ね

主な評価の概要

○

県外の県産品取扱い事業者
（しまね県産品販売パート
ナー店）数（累計）

農林水産業新規就業者数（４
年間の累計）

売れる農林水
産品・加工品
づくり

有機農業の年間取組面積

１

ものづ
くり・
ＩＴ産
業の振
興

県内製造業の年間付加価値額

ソフト系ＩＴ産業の年間売上
高

県内企業が新技術や新素材を
活かした商品化や事業化を展
開した件数（累計）

誘致企業の新規雇用者計画数
（４年間の累計）

２

自然が
育む資
源を活
かした
産業の
振興

１

　高品質・良食味米品種「つや姫」を県奨励品種に採用し、今年度から本格栽培開始（作付面積
270ｈａ）。県産原木は、合板工場への供給の仕組みづくりを支援し供給量は拡大。水産では、
産地市場の整備統合、ＪＦしまねのイオンとの直接取引拡大、産地での一次加工処理により産地
価格の向上が期待される。また、新たな農林水産業・農山漁村活性化計画第２期戦略プランの中
で目標年度・成果指標を同じくするプロジェクトを掲げ、目的達成に向けた体制が整っているこ
とから、施策目的は概ね達成できる見込みである。

24年度目標値

Ｂ Ｂ県産原木自給率

漁業年間生産額

基
本
目
標

主な成果参考指標・目標値

成果参考指標

施策評価 全体概要

施　　　策

政策

27年度目標値

24年度の施策目的
の達成予測

23年度初期値

成果参考指標 「Ａ」目標を上回る 「Ｂ」ほぼ目標どおり 「Ｃ」目標を下回る
総合的な評価 「Ａ」達成できる 「Ｂ」概ね達成できる 「Ｃ」達成は困難



成果参考
指標

総合的な
評価

主な評価の概要

24年度目標値

基
本
目
標

主な成果参考指標・目標値

成果参考指標

施　　　策

政策

27年度目標値

24年度の施策目的
の達成予測

23年度初期値

成果参考指標 「Ａ」目標を上回る 「Ｂ」ほぼ目標どおり 「Ｃ」目標を下回る
総合的な評価 「Ａ」達成できる 「Ｂ」概ね達成できる 「Ｃ」達成は困難

28,403
(H22)

千人 29,700 千人 30,000 千人

1,211
(H22)

億円 1,295 億円 1,400 億円

２
情報発信等誘
客宣伝活動の
強化

664,088
(H22) ｱｸｾｽ 747,900 ｱｸｾｽ 1,000,000 ｱｸｾｽ Ｂ Ｂ

○ 　「神々の国しまね」プロジェクトを通じた積極的な情報発信などにより、「縁結び」、「パ
ワースポット」、「神話」といった、島根ならではのイメージが定着しつつあり、全国からの関
心、認知度が徐々に高まっている。また、10月から12月に実施する山陰デスティネーションキャ
ンペーンなどにより、施策目的は概ね達成できる見込みである。

１

特色ある技
術・材料を活
かした取組み
の促進

15 件 23 件 30 件 Ｂ Ｂ

○ 　地域固有の資源を活用した取り組みについては、商工団体等支援機関による企業巡回を行い取
り組みの掘り起こしに努めている。伝統工芸品については、既存技術をベースに新たな商品開
発・改良に向けた研修事業の実施を通じて特色ある商品づくりを支援していることから、施策目
的は概ね達成できる見込みである。

２
経営安定化の
支援

116 事業所 200 事業所 200 事業所 Ｂ Ｂ
○ 　「中小企業支援計画」を定め、市町村、商工団体、しまね産業振興財団、金融機関等が一丸と

なり、同じ方向で県内中小企業を支援することにより、施策目的は概ね達成できる見込みであ
る。

３ 商業の振興 68 件 42 件 42 件 Ａ Ｂ

○ 　H24年度から空き店舗活用支援事業については、商工団体による出店計画から出店後のフォ
ローまでの体制を強化している。また、商業活性化提案事業は実践的な取り組みを支援すること
にしている。県内の商店数・販売額は減少傾向にはあるが、これらの支援が、商業の活性化や快
適な買い物環境づくりにつながることから、施策目的は概ね達成できる見込みである。

１
産業人材の育
成

4
(H22)

市 5 市 8 市 Ｂ Ｂ

○ 　産業人材育成コーディネーター等の活動を通じて、地域の学校と企業等が連携し、地域の特色
を活かしたキャリア教育や専門高校の実習等の取組が活発に行われるようになっている。また、
若年者や離職者向けに実施している公共職業訓練終了後の就職率も向上しており、ものづくり産
業分野の技能検定合格者にも増加が見られることから、施策目的は概ね達成できる見込みであ
る。

２
雇用・就業の
促進

74.1
(H22)

％ 74.0 ％ 80.0 ％ Ｂ Ｂ

○ 　「高校生の県内就職率」について、教育委員会、商工労働部を中心とした取り組みにより、
年々就職率が上昇している。今年度は各高校による企業見学会等県内企業への理解を深める取り
組みや、県内企業に対する採用要請、早期求人の働きかけを強化している。また、県内の雇用情
勢に回復傾向が見られることや、情勢を見極めながら県内就職に向けた取り組みを継続すること
により、施策目的は概ね達成できる見込みである。

３
就業環境の整
備

11.4 ％ 11.9 ％ 13.0 ％ Ｂ Ｂ

○ 　雇用環境は依然厳しく、労働相談はホームページの見直しなど広報を充実することにより、相
談件数の増加が見込まれる。また、職場環境を改善する中小企業労働施策アドバイザーの利用件
数は増加傾向にある。ワーク・ライフ・バランス推進に向けた関係機関の施策を効果的に実施す
ることにより、男女間の賃金格差は縮小されるなど就業環境の改善が進むことから、施策目的は
概ね達成できる見込みである。

４
Ｕ・Ｉターン
の促進

28 人 35 人 35 人 Ａ Ａ

○ 　今後も情報発信の強化や多様なニーズに対応した支援メニューの提供に努め、関係機関との連
携を図りながら、ワンストップで各種相談に対応し、定住施策を推進する。産業体験、無料職業
紹介、半農半Ｘの各取組みにおいて、滞在費助成、パッケージプランの提案等のきめ細かい対応
を行っており、今後これらの効果が期待できる。これらにより、施策目的は達成できる見込みで
ある。

Ⅰ
　
活
力
あ
る
し
ま
ね

○

５
雇用・
定住の
促進

産学官連携組織構築市町村数
（累計）

高校生の県内就職率

中小企業勤労者福祉サービス
センターの加入率

Ｕ・Ｉターン希望者の産業体
験終了後の年間定着者数

４
中小企
業の振
興

地域資源を活かした新商品・
新サービスの事業化件数（累
計）

県内中小企業の経営改善や新
規事業に取り組む年間事業所
数

中心市街地で空店舗対策等に
取り組む商店等の年間数

３
観光の
振興

１
地域資源を活
用した観光地
づくりの推進

観光入込客年間延べ数

年間観光消費額

しまね観光ナビゲーション
（国内外版）トップページの
年間アクセス件数

Ｂ Ｂ

　「神々の国しまね」プロジェクトの実施により、各地域や企業の取り組みが活発になってお
り、併せて施設案内板等の観光基盤整備や観光ガイドの養成、各種研修会等の開催により、地域
が主体となった観光地づくりの推進につながってきていることから、施策目的は概ね達成できる
見込みである。



成果参考
指標

総合的な
評価

主な評価の概要

24年度目標値

基
本
目
標

主な成果参考指標・目標値

成果参考指標

施　　　策

政策

27年度目標値

24年度の施策目的
の達成予測

23年度初期値

成果参考指標 「Ａ」目標を上回る 「Ｂ」ほぼ目標どおり 「Ｃ」目標を下回る
総合的な評価 「Ａ」達成できる 「Ｂ」概ね達成できる 「Ｃ」達成は困難

１
高速道路網の
整備

59 ％ 63 ％ 70 ％ B A
○ 　中国横断自動車道尾道松江線は、平成２４年度に吉田掛合～三次間が開通見込みであり、松江

～広島間の人や物の交流拡大が期待できる。さらに、高速道路へのアクセス道路も優先的に整備
を実施しており、施策目的は達成できる見込みである。

２
航空路線の維
持・充実

74.0 万人 82.1 万人 82.1 万人 B B
○ 　「神話博しまね」の開催効果や、県と地元自治体が連携した地道な利用促進の取り組みなどに

より、県内３空港の利用者数の増加が見込まれ、施策目的は概ね達成できる見込みである。

３
空港・港湾の
維持・整備

92 ％ 93 ％ 94 ％ B A

○ 　河下港、浜田港の防波堤整備もほぼ計画どおり事業進捗が図れており、また、松江港の岸壁改
修に着手し、港湾施設機能の維持向上も見込まれている。さらに出雲縁結び空港の滑走路・エプ
ロン・誘導路について、劣化状況の調査および補修設計も実施しており、施策目的は達成できる
見込みである。

１
危機管理体制
の充実・強化

－ － － － Ａ
○ 　北朝鮮核実験や新型インフルエンザ等、いつ発生するか予測できない危機に対しては、担当部

局の迅速な登庁体制や各事案毎の対応マニュアルを整備し発生に備えていることから、施策目的
は達成できる見込み。

－ － －

31,789 箇所 32,000 箇所 35,000 箇所

－ － －

94 ％ 95 ％以上 95 ％以上

４
治安対策の推
進

6.3 件／千人 6.3 件／千人 6.1 件／千人 Ｃ Ｂ

○ 　刑法犯認知件数は前年同期（６月末）を上回っており、２４年度目標の6.3件／千人の達成は
困難な状況だが、防犯ボランティアによる見守り活動・犯罪被害防止教室の実施、サイバー防犯
ボランティアの育成・支援など犯罪の未然防止に向けた活動や、凶悪犯罪発生時の迅速的確な初
動捜査の実施、暴力団を社会から排除するための意識醸成など各種対策を強化するとともに、自
主防犯活動と連携し地域に密着した取組みを推進することにより、施策目的である「県民が安全
で安心して暮らせる治安の良い地域社会の実現」は概ね達成できる見込み。

５
交通安全対策
の推進

31 人 26 人 20 人 Ｃ Ｃ

○ 　前年同期（７月末）と比べ、交通事故発生件数は前年を下回っているが、死者数２８人（前年
比＋１２人）、高齢者死者数１６人（前年比＋７人）は前年を上回っているため、成果参考指標
や施策目的の達成は困難と見込まれるものの、新聞、テレビ、ラジオ等の広報媒体を活用して、
引き続き県民への交通事故防止への注意喚起を図っていく。また、運転者と高齢歩行者に重点を
絞った交通死亡事故抑制対策を推進する。

６
消費者対策の
推進

85 ％ 85 ％ 85 ％ Ｂ Ｂ
○ 　地方消費者行政活性化基金により相談体制をはじめとする消費者行政の充実を図るとともに、

市町村と連携して相談事案に係る迅速な情報交換や情報共有等の取組を継続することにより、消
費者自らの活動も活発化し、施策目標は概ね達成できる見込み。

７
災害に強い県
土づくり

152,400 人 153,800 人 158,300 人 Ｂ Ｂ
○ 　志津見ダム、尾原ダムの完成や斐伊川放水路が今年度完成見込みであること、道路冠水対策や

東部低地河川改修事業も計画どおり進捗していること、土砂災害対策や道路防災危険箇所の整備
等も予定どおり進捗していること等から、施策目的は概ね達成できる見込み。

８
食の安全の確
保

10 件 7 件 7 件 Ｂ Ｂ
○ 　食中毒の発生には様々な要因があるため年により増減があるものの、食品関係営業者等に対す

る監視指導や消費者等に対する啓発を継続的に実施することにより、施策目的は概ね達成できる
見込み。
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○

○

土砂災害から保全される人口

交通事故年間死者数

県内３空港の年間乗降客数

　福島第一原発の原子力災害を受けて設立した「原子力防災連絡会議」で、当面の原子力対策を
実施する上での検討課題を整理した。中でも、広域避難体制については、中国各県の協力を得な
がら、検討を進めているところである。地域防災計画（原子力災害編）の改定の準備を進めてい
ること、モニタリングポスト増設の準備作業を進めていること等により、施策目的は概ね達成で
きる見込み。

土砂災害警戒区域等の指定箇
所数

消防防災対策
の推進

　災害発生時やこれらの災害が広域的大規模に発生した場合の県民の生命、身体及び財産への被
害を最小限にするため、県地域防災計画（震災編）を２５年２月までに見直す予定。また、土砂
災害警戒区域の追加指定並びに防災講演会、自主防災リーダー研修会及び津波避難計画策定ワー
クショップ等の開催や防災関係機関等との連携強化、防災訓練の実施及び緊急連絡体制の整備を
行うこと等により、施策目的は概ね達成できる見込み。

３ Ｂ

クーリング・オフ制度を知っ
ている人の割合

ＢＢ

Ｂ

６

危機管理事案発生時に迅速・
的確な対応が取れる体制の充
実・強化を図る。

広域的大規模災害や津波災害
に対応できるよう県地域防災
計画（震災編）の見直しを行
う。

原子力防災訓練に参加した防
災業務関係者の訓練目的･目
標の達成割合

犯罪率（暦年）

安全対
策の推
進

１

原子力安全・
防災対策の充
実・強化

２

広域避難に対応できるよう地
域防災計画（原子力編）の見
直しを行う。

高速道路供用率

産業基
盤の維
持・整
備
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物流拠点港の岸壁の整備率

食中毒年間発生件数

以下 以下

以下以下

以下 以下
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24年度目標値

基
本
目
標

主な成果参考指標・目標値
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成果参考指標 「Ａ」目標を上回る 「Ｂ」ほぼ目標どおり 「Ｃ」目標を下回る
総合的な評価 「Ａ」達成できる 「Ｂ」概ね達成できる 「Ｃ」達成は困難

1
健康づくりの
推進

148,000 人 160,000 人 190,000 人 B B

○ 　「島根県健康増進計画」「島根県がん対策推進計画」「島根県歯と口腔の健康づくり計画」
「島根県食育推進計画」等の総合的な取り組みにより、施策目的は概ね達成できる見込み。
　また、島根県自殺対策総合計画に基づいて各種対策を充実強化することで県民の心の健康づく
りの保持推進を図ることは可能。

2
地域福祉の推
進

1,800 カ所 2,350 カ所 3,100 カ所 B B
○ 　小地域福祉活動や福祉人材確保対策等の取組を行うことで、施策目的は概ね達成できる見込

み。

３
高齢者福祉の
推進

84.7 ％ 84.7 ％ 84.7 ％ B B
○ 　地域住民の介護予防や認知症に対する意識醸成、元気な高齢者による地域活動参加への支援、

介護サービスの質を向上させるための事業者に対する指導などについて、市町村等と連携して取
り組むことにより、目的は概ね達成できる見込み。

4
障がい者の自
立支援

381 人 469 人 541 人 B B

○ 　第３期島根県障害福祉計画に基づき、施設入所・入院から地域生活への移行の推進、福祉施設
から一般就労への移行の推進を目指して、障がい者が地域において、自立した日常生活又は社会
生活を営むことができるようなサービス提供体制を整備することにより、目的は概ね達成できる
見込み。

５
生活衛生の充
実

0 件 0 件 0 件 B B
○ 　生活衛生関係営業施設の効率的かつ効果的な立入監視を行うことにより、それらの施設の衛生

環境を確保することは可能であり、施策目的は概ね達成できる見込み。

６
生活援護の確
保

10.2 ％ 11.2 ％ 11.4 ％ B B
○ 　厳しい雇用情勢が続く中、今後も保護世帯数が増えていくことが予測されるが、引き続き就労

支援の強化など自立可能の取り組みについて各福祉事務所に働きかけていくことで、施策目的は
概ね達成できる見込み。

1
医療機能の確
保

24 病院 24 病院 24 病院 Ｂ Ｂ
○ 　医療従事者の確保対策の取り組みのほか、機器整備の支援、ITを活用したネットワーク基盤の

整備やドクターヘリの運航により、医療機関の機能分担と連携が図られることなどから、施策目
的は概ね達成できる見込み。

2
県立病院にお
ける良質な医
療提供

15.5
(H22)

日 15.5 日 16.0 日未満 Ｂ Ｂ
○ 　県立病院における良質な医療提供については、医療従事者の確保や医療機器の整備など、必要

な医療提供体制の充実・強化を進めること等により、施策目的は概ね達成できる見込み。

53 人 88 人 140 人

68.1 ％ 70 ％ 70 ％

1,997
(H22)

店舗 2,300 店舗 2,500 店舗

169
(H22)

社 210 社 250 社

２
子育て福祉の
充実

75
(H22)

世帯 87 世帯 90 世帯 A A
○ 　子育て福祉の充実については、引き続き、研修会の実施により市町村の相談支援体制の充実を

図るほか、社会的養護を必要とする児童の保護や養育等を行うことにより、目的は達成できる見
込み。

３
母子保健の推
進

10.7
(H22)

％ 10.7 ％以下 10.7 ％以下 B B
○ 　全市町村での妊婦健康診査や母子への健康支援などの各種支援の実施をはじめ、妊娠、出産、

育児等の総合的な取り組みを実施することから、施策目的は概ね達成できる見込み。
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○

○

A

Ｂ

A1

医療従事者の
養成・確保

生活衛生に関する健康被害発
生件数

平均在院日数（中央病院）
（年間）

介護を要しない高齢者の割合
（年間）

4

2

3

健康づ
くりと
福祉の
充実

医療の
確保

子育て
支援の
充実

Ｂ3

里親登録数（累計）

子育て環境の
充実

県内養成機関を卒業した看護
職員の県内就業率

低出生体重児の出生割合（年
間）

　地域全体での子育てを応援する気運醸成や職場での子育て支援体制の充実、子育て家庭の多様
なニーズに応じた子育て支援サービスを提供する市町村支援などに取り組むことにより、目的の
達成はできる見込み。

小地域福祉活動組織の設置数
（累計）

がん検診年間受診者数

しまね地域医療支援センター
への医師登録者数

こっころ事業の協賛店舗数
（累計）

従業員の子育て支援に積極的
に取り組む企業数（累計）

救急病院数

就労により自立した世帯の割
合（年間）

施設から地域生活への移行者
数（累計）

　医師確保については、奨学金等を貸与するとともに、「島根大学地域医療支援学講座」や「し
まね地域医療支援センター」により、医学生、医師を継続的に支援し、県内の医師は60人となっ
た(H24.4.1)。また、今年度も奨学金や研修支援資金の貸与を予定していることから、医師の養
成・確保数は増加する見込み。
　また、看護職員確保については、修学資金貸与や県立高看における地域推薦枠の導入等による
新人看護職員の確保、新人看護師に対する研修の充実、院内保育所の新規整備等により、県内全
体の就業者数は増加する見込み。
　こうしたことから、医療従事者の養成・確保については、施策目的を概ね達成できる見込み。
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総合的な評価 「Ａ」達成できる 「Ｂ」概ね達成できる 「Ｃ」達成は困難

１
道路網の整備
と維持管理

80.9 ％ 80.9 ％ 81.4 ％ B A
○ 　県管理の国・県道の平成24年度供用予定箇所は予定どおり整備完了する見込みであり、さらに

道路維持管理については予防保全的な修繕及び道路パトロールの徹底と「道と川の相談ダイヤ
ル」の活用により県民からの情報収集力を強化することで、施策目的は達成できる見込み。

２
地域生活交通
の確保

443 万人 443 万人 443 万人 B B
○ 　「神話博しまね」の開催などにより観光客による県内交通機関の利用が期待されるとともに、

離島航路の岸壁整備が着実に進んでおり、施策目的は概ね達成できる見込み。

３
地域情報化の
推進

24.8
(H22)

％ 35 ％ 50 ％ A A
○ 　情報通信分野は、全県医療ネットワークの整備、福祉・生活面での高齢者向けサービスシステ

ムの企画・開発、行政手続きの電子化推進、学校校務の情報化・授業でのICT利活用、中小企業
のICT利活用などを進めることで、施策目的は達成できる見込み。

7 区域 11 区域 18 区域

17 組織 20 組織 30 組織

72
(H22)

％ 74 ％ 77 ％

13,800 戸 14,600 戸 17,000 戸

６
地域コミュニ
ティの維持・
再生

131 組織 150 組織 210 組織 A A

○ 　中山間地域対策プロジェクトチームによる227地区の「しまねの郷づくりカルテ」の作成を進
めており、各地区の状況を市町村に提示し、中山間地域研究センターと連携して地区への働きか
けを進める。また、集落営農組織の育成に加え、公民館、自治会、NPOなど地域の内外から多様
な主体の参加を推進するとともに、農地・水保全管理支払交付金事業に取り組むこととしてお
り、これらによって施策目的は達成できる見込み。

１

学校・家庭・
地域の連携協
力による教育
の充実

100
(H22)

％ 100 ％ 100 ％ B B

２
発達段階に応
じた教育の振
興

55.4 ％ 60.0 ％ 60.0 ％ B B

３
青少年の健全
な育成の推進

36,755
(H22)

人 42,000 人 45,000 人 B B

○ 　青少年の健全育成については、家庭・学校・地域・関係団体の連携を推進し、各地域における
青少年の規範意識や社会性を高めるための活動や環境整備を積極的に取り組むことで、施策目的
は概ね達成できる見込み。

４
高等教育の充
実

110 ％ 100 ％以上 100 ％以上 A A
○ 　高等教育の充実については、県立大学・短期大学部とも中期目標に基づき人材育成や地域連携

を強化し、魅力ある学校づくりを進めることで、施策目的は達成できる見込み。

1,382
(H22)

人 1,400 人 1,500 人

24.1 ％ 25.5 ％ 30 ％

２
スポーツの振
興

35 ％ 36 ％ 40 ％ A A
○ 　スポーツ･レクレーション祭の開催や総合型スポーツクラブの設立などにより、スポーツに取

り組みやすい環境整備が進んでおり、施策目的は達成できる見込み。

３
文化芸術の振
興

50,000 人 50,000 人 50,000 人 B B
○ 　県民文化祭の新たな取り組みや、学校の文化部活動の活性化等を通じ、県民が芸術文化を楽し

んだり、自ら活動に参加する機会を増やす取り組みにより、施策目的は概ね達成できる見込み。
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○

○

○

○

１
．

生涯を通じた
学習と社会貢
献活動の推進 ボランティア活動に参加して

いる人の割合

A B

居住環境づく
り

生活バスの年間利用者数

A５

５

１

生活基
盤の維
持・確
保

教育の
充実

２

多彩な
県民活
動の推
進

４

超高速通信サービス利用率

都市・農山漁
村空間の保
全・整備 鳥獣対策集落協議会設置数

（累計）

B

広域市町村圏中心地への30分
アクセス圏域（人口比）

高齢者の居住するバリアフ
リー化された住宅の戸数（累
計）

B

汚水処理人口普及率（全県）

長期未着手都市計画道路の見
直し区域（累計）

青少年健全育成活動年間参加
者数

スポーツに取り組んでいる人
の割合

県立大学・短期大学部の入学
定員充足率（浜田キャンパ
ス）

ふるさと教育を３５時間以上
実施している小中学校の割合
（年間）

B

　基本的生活習慣を身に付けた感性豊かな子どもを学校・家庭・地域が連携協力して育んでいこ
うとする機運が醸成されつつあり、子どもの学力や体力についても、学力調査等で課題の把握・
分析を行い、学校での指導改善や教育施策の充実に継続して取り組むことにより施策目的は概ね
達成できる見込み。

社会教育実践者の養成（延べ
研修参加者）人数

　都市部においては、適切な土地利用や計画的な市街地の整備を行うために、幅広い専門知識を
持ち、社会情勢等の変化を踏まえた上で、今まで以上に市町村や関係機関と連携し、住民との密
接な対話を基にした取り組みを継続的に行い、地方部においては集落農道や集落防災安全施設等
の農村の生活環境を整備することにより、定住条件となる生活空間としての農村の質が向上し、
農村に人が居住することで、農山漁村地域が持つ多面的機能の維持・保全が期待され、施策目的
は概ね達成できる見込み。

　県独自の財政支援制度を活用し、H23年2月に策定した生活排水処理ビジョン（第4次構想）に
基づいた整備が進むよう事業主体である市町村を支援するとともに、予算確保のための国への要
望、さらに汚水処理施設への接続率の向上に向け、これまでの出前講座の実施に加え、今年度は
県西部で下水道展を開催するなど啓発活動を行う。また、住宅のバリアフリー改修費の助成等に
より先導的な役割を果たすほか市町村の取り組みを支援し良好な住宅の整備を促進していくこと
で、施策目的は達成できる見込み。

　NPO法人化の支援や団体運営の講座、相談事業に実施により認証数は増加傾向である。加え
て、課題である活動状況の情報発信強化や経営意識の向上を図るため、NPOの活動基盤強化も進
めているところであり、NPOの自立が促進されると考えられる。また、学習した成果を地域社会
で活かす機会を増やしていく必要はあるが、社会教育施設における研修活動や図書館での読書活
動の普及などの取り組みにより、自主的・主体的な生涯学習が広がると見込まれ、施策目的は概
ね達成できる見込み。

県民文化祭の年間参加者数

地域コミュニティの再生に取
り組む住民自治組織数（累
計）

中学校３年生で数学の勉強は
好きだとする生徒の割合



成果参考
指標

総合的な
評価

主な評価の概要

24年度目標値

基
本
目
標

主な成果参考指標・目標値

成果参考指標

施　　　策

政策

27年度目標値

24年度の施策目的
の達成予測

23年度初期値

成果参考指標 「Ａ」目標を上回る 「Ｂ」ほぼ目標どおり 「Ｃ」目標を下回る
総合的な評価 「Ａ」達成できる 「Ｂ」概ね達成できる 「Ｃ」達成は困難

１
人権施策の推
進

97 ％ 97 ％ 97 ％ B B
○ 　複雑・多様化した人権課題への対応や持続的・効果的な人権教育・啓発の取り組み、地域指導

者の養成等の取り組みにより、施策目的は概ね達成できる見込み。

２
男女共同参画
の推進

66.9 ％ 69 ％ 75 ％ B B
○ 　男女共同参画に対する理解促進事業のほか、県の審議会等への女性の参画促進、男女共同参画

サポーターと市町村の連携支援、関係機関への働きかけを行うことにより、施策目的は概ね達成
できる見込み。

３
国際化と多文
化共生の推進

500 人 505 人 520 人 B B

○ 　国際交流員・しまね国際センターが実施する言語・文化理解講座や、外国人との交流事業、市
町村総合防災訓練での外国人支援訓練、公民館を対象とした外国人支援のモデル事業を推進し、
国際交流ボランティアの増加等、在日外国人の支援を促進することにより、多文化が共生する地
域づくりにつながると考えられることから、施策目的は概ね達成できる見込み。

１
多様な自然の
保全

69,000 人 69,700 人 72,000 人 B B

○ 　しまねレッドデータブックの改訂作業に伴う希少種情報の蓄積、希少野生動物の保護活動の実
施、ボランティアと連携した自然再生活動の推進などによる自然の保全、棚田オーナー制度の支
援や鳥獣対策の取り組みによって農地･森林等の保全が図られ、施策目的は概ね達成できる見込
み。

２
自然とのふれ
あいの推進

660 千人 660 千人 660 千人 B B
○ 　自然公園・自然歩道の安全性・快適性の確保を図るとともに、自然学習施設の展示内容の工夫

や普及教育イベントや隠岐ジオパークの世界認定に向けた取り組みを通じて、多くの方に自然観
察や環境学習の機会を提供することで、施策目的は概ね達成できる見込み。

３
景観の保全と
創造

4 市町村 5 市町村 8 市町村 B B
○ 　市町村が地域の特性に応じた景観行政を行えるよう、景観行政団体への移行について指導助言

を行うほか、基礎調査費の助成、景観行政団体となった市町村への景観計画策定費の助成など、
県がこれら活動への支援していくことで施策目的は概ね達成できる見込み。

４
文化財の保
存・継承と活
用

72 ％ 72.9 ％ 75 ％ A A
○ 　「神話博しまね」や、歴博企画展の開催、国宝出雲大社本殿の大規模修理の完成等のイベント

を通じ、本県の歴史や文化財への関心や理解が深まることが予想され、施策目的は達成できる見
込み。

５
環境保全の推
進

21.34
(H21)

GJ 21.04 GJ 20.19 GJ B B
○ 　環境問題に高い関心がある中で、省エネや３Rの普及啓発等により環境にやさしい行動の広が

りが見込まれ、施策目的は概ね達成できる見込み。

６
再生可能エネ
ルギーの利活
用の推進

25,440
(H22)

千ｋＷｈ 22,594 千ｋＷｈ 28,756 千ｋＷｈ B B

○ 　東日本大震災以降、原発事故に伴う電力不足対策、電力の安全保障対策などの観点から、再生
可能エネルギーに対する関心が高まり、行政、民間の事業者などの取り組みが活発化しており、
施策目的は概ね達成できる見込み。太陽光による年間発電量は、国の固定価格買取制度の開始
や、県独自の再生可能エネルギー利活用総合推進事業の創設などにより、事業者等の取り組みが
活性化している。県としては国の施策の動向を踏まえながら、県と市町村とで設置した島根県再
生可能エネルギー導入促進協議会等を通じて、導入適地の調査・公表など事業計画者に対する情
報の提供、導入促進のための助成制度の検討を行うことが必要。
　24・27年度の目標値は、平成20年6月に当時のエネルギーに関する状況を踏まえて改定した
「島根県地域新エネルギー導入促進計画」の目標値に基づくもので、現在の住宅用太陽光発電の
年間発電量は、既に27目標値を上回るペースで増加している。現在、政府においてエネルギー政
策の検討が進められているが、今後もその動向を注視し、利活用の推進に取り組んでいく。

３

４

人権の
尊重と
相互理
解の推
進

自然環
境、文
化・歴
史の保
全と活
用
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自然学習施設の年間入場者数

太陽光による年間発電量

国際交流ボランティア登録者
数

県民協働の森づくり活動年間
参加者数

島根県において、文化財の保
存･継承と活用がなされ、地
域の歴史･文化が豊かと思う
人の割合

景観計画策定市町村数（累
計）

「人権啓発フェスティバ
ル」・「人権・同和問題を考
える県民のつどい」の参加者
のうち、人権課題への関心や
意識を高める上で役立ったと
思う人の割合

県内総生産（100万円）あた
りの年間エネルギー使用量

固定的性別役割分担意識にと
らわれない人の割合


